
【表紙】
 

【提出書類】 訂正発行登録書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 令和５年10月３日

【会社名】 首都高速道路株式会社

【英訳名】 Metropolitan Expressway Company Limited

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　前田　信弘

【本店の所在の場所】 東京都千代田区霞が関一丁目４番１号

【電話番号】 03-3502-7311（代表）

【事務連絡者氏名】 財務部長　　清水　哲哉

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区霞が関一丁目４番１号

【電話番号】 03-3502-7311（代表）

【事務連絡者氏名】 財務部長　　清水　哲哉

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【発行登録書の提出日】 令和４年12月５日

【発行登録書の効力発生日】 令和４年12月13日

【発行登録書の有効期限】 令和６年12月12日

【発行登録番号】 ４－関東１

【発行予定額又は発行残高の上限】 発行予定額　300,000,000,000円

【発行可能額】 280,000,000,000円

（280,000,000,000円）

（注）　発行可能額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額

（下段（　）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づ

き算出しております。

【効力停止期間】 この訂正発行登録書の提出による発行登録の効力停止期間は、令

和５年10月３日（提出日）であります。

【提出理由】 令和４年12月５日に提出した発行登録書に記載されている「第三

部　保証会社等の情報　第２　保証会社以外の会社の情報　３　

継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項」（なお、令和

５年８月14日に提出した訂正発行登録書により訂正されておりま

す。）について、道路整備特別措置法及び独立行政法人日本高速

道路保有・債務返済機構法の一部を改正する法律の施行に合わせ

た情報の訂正があるため、訂正発行登録書を提出するものであり

ます。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

首都高速道路株式会社(E04373)

訂正発行登録書

1/4



【訂正内容】

　表紙の「提出理由」に記載のとおりであります。

（注）　訂正を要する箇所及び訂正した箇所には、下線を付して表示しております。

 

第三部　保証会社等の情報

第２　保証会社以外の会社の情報

３　継続開示会社に該当しない当該会社に関する事項

　　〈訂正前〉

（前略）

　本訂正発行登録書提出日（令和５年８月14日）現在の機構の概要は下記のとおりです。

 

（中略）

⑥　事業の内容

(a）目的　　　　高速道路に係る道路資産の保有・貸付け、債務の早期・確実な返済等を行うことにより、高速

道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、高速道路会社による高速道路に関する事業の円滑

な実施を支援すること

(b）業務の範囲　（ⅰ）高速道路に係る道路資産の保有及び高速道路会社への貸付け

（ⅱ）承継債務の返済（返済のための借入れに係る債務の返済を含みます。）

（ⅲ）協定に基づく高速道路会社が高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に

充てるために負担した債務の引受け及び当該債務の返済（返済のための借入れに係る債

務の返済を含みます。）

（ⅳ）政府又は政令で定める地方公共団体から受けた出資金を財源とした、当社又は阪神高速

道路㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道路の新設又は改築に要する費用の一部の無

利子貸付け

（ⅴ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路の災害復旧に要

する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅵ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路のうち当該高速

道路と道路（高速道路を除きます。）とを連結する部分で国土交通省令で定めるものの

整備に要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅶ）政令で定める地方公共団体から交付された補助金を財源とした、当社又は阪神高速道路

㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費

用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅷ）高速道路会社の経営努力による高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理に要す

る費用の縮減を助長するための必要な助成

（ⅸ）高速道路会社が高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を行う場合において、

特措法及び災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に基づき当該高速道路について行

うその道路管理者の権限の代行その他の業務

（ⅹ）本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路事業等に関する特別措置法（昭和56年法

律第72号）に規定する業務

（ⅺ）本州と四国を連絡する鉄道施設の管理

（ⅻ）(ⅺ)の鉄道施設を有償で鉄道事業者に利用させる業務

(c）事業に係る関係法令

機構の業務運営に関連する主な関係法令は下記のとおりであります。

（ⅰ）機構法

（ⅱ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法施行令（平成17年政令第202号）

（ⅲ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に関する省令（平成17年国土交通省令第

64号）

（ⅳ）通則法

（ⅴ）日本道路公団等民営化関係法施行法（平成16年法律第102号）（以下「民営化関係法施

行法」といいます。）

（ⅵ）高速道路会社法
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　なお、機構については、機構法第31条第１項により、別に法律で定めるところにより令和47年９月30日までに解散

すること（令和５年６月７日付けで、当該期限を令和97年９月30日までとする改正法が公布されております。）、ま

た同条第２項により、高速道路勘定において解散の日までに承継債務等の返済を完了させ、同日において少なくとも

資本金に相当する額を残余財産としなければならない旨が規定されております。また、民営化関係法施行法附則第２

条においては、同法施行後10年以内に、政府が日本道路公団等民営化関係法の施行の状況について検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずる旨が定められておりましたが、平成27年７月に国土交通省が、機構及び高速道路

会社が自ら行った業務点検や「高速道路機構・会社の業務点検検討会」における意見をもとに「高速道路機構・会社

の業務点検」をとりまとめております。

（後略）

 

　　〈訂正後〉

（前略）

　本訂正発行登録書提出日（令和５年10月３日）現在の機構の概要は下記のとおりです。

 

（中略）

⑥　事業の内容

(a）目的　　　　高速道路に係る道路資産の保有・貸付け、債務の早期・確実な返済等を行うことにより、高速

道路に係る国民負担の軽減を図るとともに、高速道路会社による高速道路に関する事業の円滑

な実施を支援すること

(b）業務の範囲　（ⅰ）高速道路に係る道路資産の保有及び高速道路会社への貸付け

（ⅱ）承継債務の返済（返済のための借入れに係る債務の返済を含みます。）

（ⅲ）協定に基づく高速道路会社が高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に

充てるために負担した債務の引受け及び当該債務の返済（返済のための借入れに係る債

務の返済を含みます。）

（ⅳ）政府又は政令で定める地方公共団体から受けた出資金を財源とした、当社又は阪神高速

道路㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道路の新設又は改築に要する費用の一部の無

利子貸付け

（ⅴ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路の災害復旧に要

する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅵ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する高速道路のうち当該高速

道路と道路（高速道路を除きます。）とを連結する部分で国土交通省令で定めるものの

整備に要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅶ）国から交付された補助金を財源とした、高速道路会社に対する自動車駐車場（高速道路

に附属する道路の附属物であるものに限ります。）の整備（高速道路の通行者又は利用

者の利便の確保に資するものとして国土交通省令で定める施設の整備と一体的に行うも

のに限ります。）に要する費用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅷ）政令で定める地方公共団体から交付された補助金を財源とした、当社又は阪神高速道路

㈱に対する首都高速道路又は阪神高速道路の新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費

用に充てる資金の一部の無利子貸付け

（ⅸ）高速道路会社の経営努力による高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理に要す

る費用の縮減を助長するための必要な助成

（ⅹ）高速道路会社が高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を行う場合において、

特措法及び災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に基づき当該高速道路について行

うその道路管理者の権限の代行その他の業務

（ⅺ）本州四国連絡橋の建設に伴う一般旅客定期航路事業等に関する特別措置法（昭和56年法

律第72号）に規定する業務

（ⅻ）本州と四国を連絡する鉄道施設の管理

（xⅲ）(ⅻ)の鉄道施設を有償で鉄道事業者に利用させる業務
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(c）事業に係る関係法令

機構の業務運営に関連する主な関係法令は下記のとおりであります。

（ⅰ）機構法

（ⅱ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法施行令（平成17年政令第202号）

（ⅲ）独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に関する省令（平成17年国土交通省令第

64号）

（ⅳ）通則法

（ⅴ）日本道路公団等民営化関係法施行法（平成16年法律第102号）（以下「民営化関係法施

行法」といいます。）

（ⅵ）高速道路会社法

　なお、機構については、機構法第31条第１項により、別に法律で定めるところにより令和97年９月30日までに解散

すること、また同条第２項により、高速道路勘定において解散の日までに承継債務等の返済を完了させ、同日におい

て少なくとも資本金に相当する額を残余財産としなければならない旨が規定されております。また、民営化関係法施

行法附則第２条においては、同法施行後10年以内に、政府が日本道路公団等民営化関係法の施行の状況について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる旨が定められておりましたが、平成27年７月に国土交通省が、機構

及び高速道路会社が自ら行った業務点検や「高速道路機構・会社の業務点検検討会」における意見をもとに「高速道

路機構・会社の業務点検」をとりまとめております。

（後略）
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